アメリカ憲法学における尊厳概念の具体化の試み ― 同性愛・同性婚判例を素材にして ― by 上田 宏和 & Hirokazu Ueda
1〈論　　説〉
アメリカ憲法学における尊厳概念の
具体化の試み
―　同性愛・同性婚判例を素材にして　―
上　田　宏　和
はじめに
　近年、アメリカ憲法学では尊厳に関する憲法理論研究が精力的に行われてい
る
1）
。従来からアメリカにおいて尊厳概念は、文言として明示されなくとも合衆
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１）See e.g., Libby Adler, The Dignity of Sex, 17 UCLA WOMEN'S L. J. 1 （2008）; Susanne Baer, 
Dignity, Liberty, Equality; A Fundamental Rights Triangle Of Constitutionalism, 59 U. TORONTO 
L. J. 417 （2009）; Neomi Rao, Three Concepts of Dignity in Constitutional Law, 86 NOTRE 
DAME L. REV. 183 （2011）; Rex D. Glensy, The Right to Dignity, 43 COLUM. HUM. RTS. L. REV. 
65 （2011-2012）; Reva B. Siegel, Dignity and Sexuality: Claims on Dignity in Transnational 
Debates Over Abortion and Same-sex Marriage, 10 INT'I J. CONST. L 355 （2012）; Tobias 
Barrington Wolff, Collegiality and Individual Dignity, 81 FORDHAM L. REV. 829 （2012-2013）; 
Danieli Evans, Imaging A Same-Sex Marriage Decision Based on Dignity: Considering Human 
Experience in Constitutional Law, 37 N.U.U. REV. L & SOC. CHANGE 251 （2013）; Stephen 
Riley, Human Dignity and the Rule of Law, 11 UTRECHT L. REV. 91 (2015); R.A. Lenhardt, 
Race, Dignity, and The Right to Marry, 84 FORDHAM L. REV. 53 （2015-2016）; Mark Strasser, 
Obergefell, Dignity, and the Family, 19 J. GENDER RACE & JUST. 317 (2016); Jasmine Haddad, 
The Evolution of Marriage: The Role of Dignity Jurisprudence and Marriage Equality, 96 B. U. L. 
2国憲法に内在され、権利章典はこれに立脚していると認識されてきた
2）
。つま
り、尊厳は権利章典の各条項の根拠概念として性格を有し、諸権利は尊厳を根
拠に導出されると理解されてきたのである。
　しかし、その一方で、これまで学説では、尊厳は「意味のない概念（useless 
c
3）
oncept）」であるとか単に人々の道徳的信念の表明に過ぎない
4）
というような、
その実用面に関して懐疑的な見解もあった。このような見解が主張されるのに
は、尊厳自体が、抽象的かつ文脈依存な概念であるため、一義的に捉えきれな
いことに起因する。
　こうした状況を鑑みて、近年、学説の中には、いかなる場合に尊厳が用い
られてきたのかといった尊厳概念の具体的な適用面に注目した見解も有力
に主張されている。レスリー・メルツァー・ヘンリー（Leslie Meltzer Henry）
は、アメリカ合衆国最高裁判所（以下、合衆国最高裁という。）の判例を参照
し、尊厳には５つの局面で適用されていると主張する
5）
。すなわち、①組織的
地位（institutional status）としての尊厳、②平等としての尊厳、③自由として
の尊厳、④人格統合（personal integrity）としての尊厳、⑤共同価値（collective 
virtue）としての尊厳である
6）
。こうしたヘンリーの試みには、個々の文脈で示
される実体的な利益を与える尊厳に関する司法の役割を提示しようとする意図
が看取できる
7）
。
　このようにアメリカの学説では、尊厳は憲法に内在されていると理解する点
では異論はないものの、その性格を意味のない概念と捉える見解からその多様
REV. 1489 （2016）; Michelle Freeman, The Right to Dignity in the United States, 68 HASHTINGS L. 
J. 1135 （2016-2017）.
２）See e.g., Erin Daly, The New Liberty, 11 WIDENER L. REV 221, 233 （2005）; Ronald Dworkin, 
Three Questions for America, N. Y. REV. BOOKS, Sept.21, 2006, at 24-26.
３）Ruth Macklin, Dignity Is a Useless Concept, 327 BMJ 1419, 1419 （2003）.
４）Helga Kuhse, Is There a Tension Between Autonomy and Dignity?, in 2 BIOETHICS AND 
BIOLAW 61, 72 （Peter Kemp et al. eds., 2000）.
５）Leslie Meltzer Henry, The Jurisprudence of Dignity, 160 U. PENN. L. REV. 169 (2011).
６）ヘンリーによる尊厳の５つの適用面の詳細に関しては、中曽久雄「アメリカ憲法にお
ける尊厳概念の展開とその意義（1）」愛媛法学会雑誌第42巻第３・４合併号（2016年）
162-167頁参照。
７）Henry, supra note 5 at 189-90.
アメリカ憲法学における尊厳概念の具体化の試み 3
な適用面を主張する見解まで幅広い相違があり、合意形成されていない現状に
ある。
　他方、アメリカ合衆国最高裁判所（以下、合衆国最高裁という。）は、合衆国
憲法に明文規定がないにもかかわらず、度々尊厳に言及し、これを援用した判
決を下している。とりわけ、2015年の Obergefell v. H
8）
odges（以下、Obegefell 判
決という。）では、「平等な尊厳（equal d
9）
ignity）」との表現で同性婚を憲法上容認
したことは記憶に新しい。しかし、「平等な尊厳」とは具体的に何を意味する
のかについて Obegefell 判決では明らかにされなかった。これにより、「平等な
尊厳」とは単なるレトリックではないかとの評価もなされている
10）
。ただ、同性
婚問題の領域で尊厳の言及がなされたのは Obergefell 判決が初めてではない。
　かつて筆者は、同性婚容認の契機となった2003年の Lawrence v. T
11）
exas（以下、
Lawernce 判決という。）、同性婚を一部容認した2013年の United States v. W
12）
indsor
（以下、Windsor 判決という。）、そして Obergefell 判決の各論理を構造的に比較検
討し、これらに通底する特徴として尊厳があることを明らかにした
13）
。本稿で
は、三つの判例を素材に、合衆国最高裁による同性婚と尊厳との連関を考察す
８）576 U.S. ＿ （2015）, 135 S.Ct. 2584 （2015）．
９）Id. at 23.
10）See, e.g., Ilya Somin, A Great Decision on Same-Sex Marriage－But Based on Dubious 
Reasoning, WASH. POST. VOLOKH COMSPIRACY （June 26, 2015）, https://www.washingtonpost.
com/news/volokh-conspiracy/wp/2015/06/26/a-great-decision-on-same-sex-marriage-but-
based-on-dubious-reasoning/?noredirect=on&utm_term=.aae67b4b4e0b （2018.8.13）; 
Mark Joseph Stern, Kennedy’s Marriage Equality Decision Is Gorgeous, Heartfelt, and a Little 
Mystifying, SLATE: BREAKFAST TABLE （June 26, 2015, 11:18 AM）,  
http://www.slate.com/articles/news_and_politics/the_breakfast_table/features/2015/
scotus_roundup/supreme_court_2015_decoding_anthony_kennedy_s_gay_marriage_dec
ision.html （2018.8.13）; Jeffrey Rosen, The Dangers of a Constitutional “ Right to Dignity”, 
THE ATLANTIC （Apr. 29, 2015）, https://www.theatlantic.com/politics/archive/2015/04/the-
dangerous-doctrine-of-dignity/391796/ （2018.8.13）.
11）539 U.S. 558 （2003）.
12）570 U.S. 744 （2013）. 
13）拙著『「自己決定権」の構造』（成文堂、2018年）、拙稿「同性婚をめぐる合衆国最高
裁の『論理』的展開― Lawrence, Windsor, Obergefell 判決―」憲法理論研究会編憲法
理論叢書25『展開する立憲主義』（敬文堂、2017年）217-229頁。
4ることで、アメリカ憲法学における尊厳概念の具体化への示唆を提示すること
を試みる。
Ⅰ．尊厳概念をめぐる２つの概念
（1）Obergefell 判決が与えた課題
　2015年、Obergefell 判決において合衆国最高裁は、同性婚を全米で容認する
ことを宣言した。アメリカにおいて婚姻とは伝統的に異性婚を指していたが、
合衆国最高裁は、前年の Windsor 判決において州の立法裁量による同性婚を認
める判決を下していた。しかし、Windsor 判決では同性婚を禁止する州内の同
性婚の是非については未決着のままであった。Obergefell 判決では、この未決
着の問題について判断が下されたのである。
　Obergefell 判決の論理を概括すれば次のようなものであった。はじめにアメ
リカにおいて婚姻とは伝統的に異性婚を指していたが、婚姻制度は時代に応じ
て変化してきたと論じる。そして、これまでの婚姻に関する議論を検討するこ
とで、何故、婚姻が基本的権利として憲法上保護されているのかについて四つ
の原則があることを指摘する。さらに、合衆国最高裁の先例を参照すること
で、同性婚を禁止する州法は同性カップルにスティグマを付与しており、平等
保護の観点からもその正当性は認められないとする。同性カップルは平等な尊
厳を求めており、憲法は、彼らの婚姻の権利を保障している。したがって、同
性婚を禁止する州法は第14修正のデュー・プロセス条項違反とする。
　この Obergefell 判決の論理は、同性カップルには異性カップルと同様に婚姻
の権利を有しているため同性婚も認められるという、一見すればシンプルな論
理のように見受けられる。しかし、その一方で、Obergefell 判決の論理には不
明確な点も指摘できる
14）
。その最たるものが、判決の最後に述べられる「平等な
尊厳」という表現であろう。
14）Obergefell 判決の論理の不明確さについて、本稿で指摘する点以外に、何故、同判決
が同性婚を婚姻の権利の問題として扱ったのかが指摘できる。この点については、かつ
て Windsor 判決の論理と比較検討することで論じた。拙稿「Obergefell 判決における同
性婚と婚姻の権利」創価法学第46巻１号（2016年）参照。
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　Obergefell 判決には判決全体を通して尊厳という言葉が多用されている。だ
が、いったい誰の、何の尊厳を指しているのかが文脈によって様々である。同
性カップルの尊厳として理解できる表現もある一方で、婚姻自体の尊厳を指し
ている文脈もある。そして、何よりも判決の末尾に言われる「平等な尊厳」の
意味するところは何なのか。法廷意見を述べたケネディ裁判官は具体的な言及
をしていない。
　しかし、この疑問を解決するための糸口は存在する。Obergefell 判決が、自
由と平等を相互関連的に用いて、その相乗効果によって同性婚容認へと導いた
ことだ。アメリカ憲法学において尊厳概念は、自由を基調とする自律の概念と
平等の概念にそれぞれ関連づけられてきた背景がある。ただ、一般的に自由の
概念と平等の概念は、対象的な概念と認識され、決して交わることはないと理
解されてきた。卑近な例を示せば、自由競争が認められれば、格差が生じて不
平等を生み出す結果となるからだ。ここでは、合衆国最高裁判例の展開を手が
かりに、尊厳と両概念との関連性を概観することで、自由と平等の各概念のみ
だけでは同性婚容認は困難であったことを指摘したい。
（2）自律と平等
①自律と尊厳
　合衆国最高裁における自由と尊厳との連関は、プライバシー権、その中でも
自律の問題と関連づけられて展開してきた
（15）
。合衆国最高裁がプライバシー権
を初めて容認したのが、1965年に既婚者の避妊具の是非が争われた Griswold 
v. C
16）
onnecticut（以下、Griswold 判決という。）においてである。その際、夫婦の
寝室は公権力の干渉を及ばない神聖な領域とされ、婚姻の重要性が強調され
ていた
17）
。婚姻の重要性については、それ以後の判例でも確認され、Zablocki v. 
R
18）
edhail では「婚姻する権利は第14修正のデュー・プロセス条項に内在する基
15）自律と尊厳との連関にはカント的な考えがルーツにあるとされる。Elizabeth B. 
Cooper, The Power of Dignity, 84 FORDHAM L. REV. 3, 17 （2015-2016）.
16）381 U.S. 479 （1965）.
17）Id. at 485.
18）434 U.S. 374 （1978）.
6本的な“プライバシー権”の一部である
19）
」ことが明言されている。
　Griswold 判決後、判例の展開によってプライバシー権の範囲は拡大してい
く。Eisenstadt v. B
20）
aird では既婚者だけでなく未婚者にも避妊具の使用が認め
られ、プライバシー権は「子供を産むか否かような個人に根本的な影響を与え
る事柄について、政府からの不当な干渉を受けないための個人の権利
21）
」として
捉えられた。その後、Roe v. W
22）
ade においてプライバシー権は、「婚姻、出産、
避妊、家族関係、子供の養育および教育に関する諸行為に及んでいる
23）
」ことが
明らかにされ、「女性の妊娠を終了するか否かを決定することまで包含できる
24）
」
として中絶の自由の保護まで拡大した。
　合衆国最高裁において自律と尊厳の連関が言及されたのは、1992年にペンシ
ルベニア（Pennsylvania）州の人工妊娠中絶禁止法が第14修正のデュー・プロセ
ス条項違反とされたPlanned Parenthood of Southeastern Pennsylvania v. C
25）
asey（以
下、Casey 判決という。）においてである。Casey 判決では、「個人が一生の中で
行う最も親密でかつ個人的な諸選択（personal choices）は、個人の尊厳と自律
にとって核心部分であり、第14修正によって保護される自由の核心的部分であ
る。自由の核心的部分とは、自身の存在、価値、普遍性、そして生命の神秘さ
を定義する権利である。人格の特質を定義することは州の強制力によっても侵
害できない
26）
」ことが明言された。
　こうして自律と尊厳との連関は、個々の判例における個別的自由の問題を判
断する中で言及され、次第に明確になっていった。この連関の背景には個人は
自由に自己を決定できる存在であるとの考えがある
27）
。自律を保護するプライ
バシー権の根拠を「人格性（Personhood）」に求めたポール・フロインド（Paul 
19）Id. at 384.
20）405 U.S. 438 （1972）.
21）Id. at 453.
22）410 U.S. 113 （1973）.
23）Id. at 152.
24）Id. at 153.
25）505 U.S. 833 （1992）. 
26）Id. at 851.
27）Jed Rubenfeild, The Right of Privacy, 102 HARV. R. L. REV. 737, 753 （1989）.
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Freund）は、「人格性の概念は自分が自分であるために奪うことのできない個
人の特性という意味
28）
」と捉えている。つまり、自律と尊厳との連関には、個人
はかけがえのない「個性（individuality）」を有した存在であり、それゆえに尊
厳を有するのだとの考えが前提にあるのである
29）
。
　それでは、この考えに基づいて同性婚問題を検討してみよう。同性婚は「同
性愛」という個性を有した個人同士が行う婚姻と捉えられよう。だが、これを
理由に同性婚を憲法上保護するには問題がある。これまでアメリカ憲法学にお
いて憲法に明示されていない自由が基本的権利として実体的に承認されるため
には、①「アメリカの歴史と伝統に古くから深く根付いている」こと、②「秩
序ある自由の観念に暗に含まれる」ことの２つの要件を満たさねばならなかっ
た
30）
。
　アメリカにおいて婚姻は伝統的に異性婚であった。このことは、いくら同性
婚が「同性愛」という人格を有する個人に不可欠なものであるとしても、「同
性婚の権利」として憲法上保護することが困難であることを意味している。そ
れゆえに、Obergefell 判決では、同性婚を「同性婚の権利」としてではなく「婚
姻の権利」の一部として包括的に保護した。これは、既に婚姻の権利は基本的
権利として認められており、これまでの婚姻の権利に関する判例では婚姻形態
を問われなかったことに由来する筋の通った論理である。
　しかし、それでも同性婚と婚姻の権利の関係には不明確な点が残る。後述す
るように、合衆国最高裁は Obegefell 判決に至るまで同性婚を段階的に容認し
てきた経緯があり、その中で同性カップルの「婚姻の権利」として同性婚を保
護してはいない。このことは、同性愛者の自律のみを理由にして即座に同性婚
を承認するのは困難であり、その他に別の要素や条件が必要であることを示唆
しているように思える。　
28）PAUL FREUND, AMERICAN LAW INSTITUTE, 42-43 （1975）.
29）Edward Bloustein, Privacy as an Aspect of Human Dignity: An Answer to Dean Prosser, 39 
N.Y.U. L. REV. 962, 973 （1964）.
30）478 U.S. at 191-92.
8②平等と尊厳
　一方で、尊厳は人種やジェンダーに関する平等の問題とも関連付けられて
論じられている。人種差別の代表判例として、ここでは1967年の Loving v. 
V
31）
irginia（以下、Loving 判決という。）を挙げたい。一般的に、Loving 判決は婚姻
の自由を初めて憲法上保護した判決として認識されている。しかし、同判決は
婚姻の自由を保護するにあたり、婚姻の平等性という平等保護の側面からも検
討が行われている。
　本件ではバージニア（Virginia）州が制定する異人種間婚姻禁止法の合憲性が
問題となった。本判決では、「婚姻とは“人間としての基本的な市民権（basic 
civil rights of man）”の一つであり、我々の存在や生存するための基本である
32）
」
と述べ、「第14修正は婚姻の選択の自由が不当な人種差別によって制限されな
いことを要求する
33）
」と述べる。1954年に公立学校の人種別学制度を平等保護条
項違反とした Brown v. Board of E
34）
ducation 以降、合衆国最高裁は人種差別立法
に対しては厳格な態度で対応してきた。白人と黒人の婚姻を禁止した異人種間
婚姻禁止法は、白人至上主義の名残であり、まさに人種差別立法にあたる
35）
。そ
れゆえ、同法は第14修正のデュー・プロセス条項のみならず平等保護条項にお
いても違憲であるとされたのである
36）
。
　他方、ジェンダーに関する代表判例として、同性愛者の地位を初めて保護し
たのは1996年の Romer v. E
37）
vans（以下、Romer 判決という。）が挙げられる。本
件では、同性愛者差別是正のための公的措置や法の制定を禁止していたコロラ
ド（Colorado）州憲法第２修正の合憲性が争われた。本判決では、州憲法第２
修正は「同性愛者たちに特別な障害（special disablity）を課す
38）
」ものであり、同
性愛者に対する「悪意（animosity）から生じたもの
39）
」といわざるを得ないとい
31）388 U.S. 1 （1967）.
32）Id. at 11.
33）Id. at 12.
34）347 U.S. 483 （1954）.
35）388 U.S. at 6.
36）Id. at 2.
37）527 U.S. 620 （1996）. 
38）527 U.S. at 631.
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う。既に先例
40）
において「政治的に不人気な集団に対して害を加えようとするむ
き出しの悪意を正当な政府利益に数えてはならない
41）
」とされている。したがっ
て、第２修正は、地位に基づいて制定された差別的な法律であり、正当な目的
との合理的関連性を有していないため、第14修正の平等保護条項違反とされた
のである
42）
。
　こうした両判決の特徴は、社会的に劣位に置かれていた人々を救済し、社
会的地位を獲得するために平等保護条項が用いられていたことが指摘できる。
もっとも、両判決では尊厳という言葉自体が一度も用いられていない。しか
し、ジェレミー・ウォルドロン（Jeremy Waldron）は、尊厳と地位（status）の
概念と密接に関連すると論じる
43）
。
　ウォルドロンによれば、元来において、「高い身分」ないし「公職」と不可
分に結びついた概念であり、社会のすべての成員が「尊厳」ある存在として扱
われるべきであるとされる。それゆえ、人権を最も基底的な価値として位置づ
ける現代社会を、身分が廃棄された社会というよりもむしろ、平等の実現に向
けて努力し、社会のすべての成員が「高い身分」になった社会として理解す
る。それゆえ、ウォルドロンは、尊厳を平等の概念と密接に関連付けるのであ
る
44）
。
　それでは、この考えに基づいて同性婚問題を検討してみよう、この場合、同
性カップルには既婚者としての法的地位が得られないがゆえに、同性婚の禁止
は不当な差別であるとの主張がなされよう。しかし、同性カップルへの平等保
護を理由に同性婚を認めるが、これを規制する法律に同性愛者に対する「悪
39）Id. at 634.
40）Department of Agriculture v. Moreno, 413 U.S. 528, 534 （1973）.
41）527 U.S. at 634-35.
42）Id. at 635.
43）JEREMY WALDRON, How Law Protects Dignity, 71 CAMBRIDGE. L. J. 200, 201 （2012）.
44）JEREMY WALDRON, DIGNITY, RANK, AND RIGHTS （2012）. また、ウォルドロンが尊厳と平
等を密接に関連付けて論じたものとして、JEREMY WALDRON, ONE ANOTHER'S EQUALS: THE 
BASIS OF HUMAN EQUALITY （2017）. なお、ウォルドロンの見解を詳細に分析・紹介した邦
文献として、蟻川恒正『尊厳と身分－憲法的思惟と「日本」という問題』（岩波書店、
2016年）3-71頁がある。 
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意」がなければならないことは Romer 判決の論理から理解できるだろう。
　この点につき、後述する Windsor 判決のように、州法で既に同性婚が認めら
れているにもかかわらず連邦法で婚姻を異性婚に限定することは、連邦と州の
関係から婚姻を望む同性カップルに対する「悪意」にあたるといえるだろう。
しかし、これまでの婚姻制度は異性婚を前提としており、Loving 判決で違憲と
なった異人種関婚姻禁止法であっても例外ではない。加えて、いかなる関係を
婚姻関係とみなすかは州の権限であることが Windsor 判決で確認されている。
　こうしたことから、同性婚禁止の州内で、同性カップルへの婚姻の平等保護
のみを理由に、同性婚を主張することは困難であるように思える。それゆえ、
Obergefell 判決では、同性カップルの婚姻の権利の問題として同性婚を扱った
のだろう。
Ⅱ．同性愛・同性婚判例と尊厳
（1）ケネディ裁判官の三部作
　アメリカでは、自由と平等のどちらか一方の概念のみでは、同性婚を憲法上
保護することは困難であった。それゆえ、Obergefell 判決では、自由と平等を
相互関連的に用いて、その相乗効果によって同性婚を承認したのである。こう
した自由と平等を相乗的な用い方は、Obergefell 判決だけに見出される特徴で
はない。2003年の Lawrence 判決と2013年の Windsor 判決でも自由と平等の双
方の観点から当該法律の合憲性を検討して、それぞれ違憲としていた。アメリ
カ憲法学では、これらの判決すべてが、ケネディ裁判官の執筆による法廷意見
であるため、「ケネディ裁判官の三部作
45）
」と称されている。
　Lawrence 判決では、同性愛者によるソドミー行為を禁止したテキサス
（Texas）州のソドミー禁止法
46）
を第14修正のデュー・プロセス条項違反として
違憲とし、1986年にジョージア（Georgia）州のソドミー禁止法
47）
を合憲とした
45）Laurence H. Tribe, Equal Dignity: Speaking Its Name, 129 HARV. L. REV. F. 16, 32 （2015）.
46）TEX. PENAL CODE ANN. §21.06（a） （Vernon 2003）.
47）GA. CODE ANN. § 16-6-2 （1984）.
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Bowers v. H
48）
ardwick（以下、Bowers 判決という。）を覆した。Bowers 判決では、
当該行為を基本的権利として認めるかが争点とされたのに対して、Lawrence 判
決では、Bowers 判決のように当該問題をある性行為の権利の問題とする個人
の人格の尊厳が損なわれると指摘する。ソドミー禁止法が第14修正のデュー・
プロセス条項によって各人に保障される人格的関係性（personal relationship）の
選択の自由を規制しているというのが、その理由である
49）
。そして、ソドミー禁
止法が存在し、Bowers 判決が維持されることは、同性愛者は犯罪者として扱
われ、同性愛者という生き方の尊厳が侵害されることにつながる
50）
。それゆえ、
Lawrence 判決は Bowers 判決を破棄し、テキサス州のソドミー禁止法を違憲と
したのである。
　2013年の Windsor 判決では、連邦下における婚姻を異性婚に限定していた婚
姻防衛法
51）
（Defense of Marriage Act, 以下、DOMA という。）が違憲とされた。その
論理を概括すると、次のようなものであった。従来、異性婚と理解されてきた
が、州によっては同性婚も容認されているというアメリカ社会の現状を把握し
た上で、婚姻の定義と規制は、建国以来、州の独占的な権限であったことを強
調する。そして、婚姻に関する州の権限とは、州によっても干渉が許されない
二人の成人者の私的で合意に基づく人格的な絆（personal bond）に婚姻という
尊厳と法的地位を与えるものと捉える
52）
。
　しかし、DOMA の目的は同性婚を認める州の権限と同性婚を望むカップル
の自由を制限するものであり、その効果は同性婚を認める州内で第二級の婚
姻（second-class marriages）として同性婚を扱い、同性カップルに対してスティ
グマを課し、差別を生み出す
53）
。そこで、Windsor 判決は、「第５修正のデュー・
プロセス条項によって保障される自由には、法の下の平等を侵害する禁止も含
まれている
54）
」として、第５修正のデュー・プロセス条項の平等保護の意味を実
48）478 U.S. 186 （1986）.
49）539 U.S. at 567.
50）Id. at 564-65.
51）Defense of Marriage Act, Pub. L. No. 104-199, 110 Stat. 2419 （1996）.
52）570 U.S. at 768-69.
53）Id. at 771-72.
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体的に読み込んで DOMA を違憲としたのである。
　ケネディ裁判官は、Obergefell 判決を含めたこれらの判決すべてで、尊厳概
念について言及している。もっとも、各判決において尊厳の用途は文脈によっ
て様々である。ここでは各判決における尊厳の扱われ方を抽出、分析すること
で、尊厳概念の性格を浮揚させてみたい。
（2）尊厳との連関
① Lawrence 判決
　Lawrence 判決において尊厳は、第14修正で保障される人格的関係性の選択
の自由の根拠とソドミー禁止法の違法性の二つの文脈の中で用いられている。
　まず、「人格的関係性」の意義の文脈である。Lawrence 判決の中で「人格的
関係性」は、「人格的な絆」とも互換的に使用されており、「家庭内や私的な
生活内で、そして自由人としての尊厳を維持する」ために必要な関係だとされ
る
55）
。さらに、Casey 判決の法廷意見を引用し、そうした関係性だけでなく、「個
人が一生の中で行う最も親密でかつ個人的な諸選択」それ自体が、「個人の尊
厳と自律にとって核心部分であり、第14修正によって保護される自由の核心的
部分」であると捉えている
56）
。
　この文脈から考えると尊厳は、個人が自らを定義し、自由人としての人生を
謳歌するための選択の自由を保護するための根拠概念として用いられている。
だが、肝心の人格的関係性の範囲や内容に関して、判決の中で具体的に述べ
られていない。Lawrence 判決では、本件に関連ある諸判例として避妊、中絶、
家族に関する一連のプライバシー権判例を引用していた。これを鑑みれば、少
なくとも、これら内容に関わる関係性は人格的関係に含まれうるのだろう。
　他方、ソドミー禁止法の違法性を指摘する文脈である。Lawrence 判決では、
ソドミー禁止法が存在することで、「同性愛者は犯罪者とのスティグマが歴史
に記録され、同性愛者個人の尊厳が侵害される
57）
」と述べる。この点について
54）Id. at 774.
55）539 U.S. at 567.
56）Id. at 574.
57）Id. at 575.
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は、Bowers 判決とのソドミー禁止法の特徴の違いから説明できる。
　実は、ソドミー禁止法自体、当時においても執行されることは珍しく、事実
上、死文化された状態にあった。加えて、Bowers 判決におけるジョージア州
のソドミー禁止法はソドミー行為の罰則の対象者は全ての者であったのに対し
て、Lawrence 判決で問題となったテキサス州のソドミー禁止法は同性間のみ
のソドミー行為を禁止していたという違いもあった。
　そのため、Lawrence 判決では、テキサス州のソドミー禁止法を平等保護条
項違反として違憲とすることも可能だった。しかし、たとえそうしたとして
も、ジョージア州のような性中立的なソドミー禁止法は残り、Bowers 判決が
維持されたままとなってしまう。つまり、性中立的であろうかなかろうが、ソ
ドミー禁止法の存在することで、同性愛者が犯罪者であるとみなされ、彼らの
尊厳の侵害につながるということである。したがって、ここでの文脈では、犯
罪者として扱われない同性愛者の社会的地位の保護だけでなく、同性愛という
アイデンティティを有した彼らの生き方そのものの保護を同性愛者である「個
人の尊厳」という表現で示している。
② Windsor 判決
　Windsor 判決において尊厳は、婚姻の定義に関する州の権限と DOMA の違
憲性を論じる中で用いられている。Windsor 判決では、婚姻の権限をめぐる連
邦と州との関係において、婚姻に関しては州の独占的権限であったことを明言
し、州の権限とは婚姻を望むカップルに「婚姻」という尊厳と地位に付与する
ことだと捉える。換言すれば、婚姻に関する州の権限とは「州内において他の
既婚者と等しく扱われ、尊厳の価値があるとみなされる関係に法的承認を与え
る
58）
」ことだというのである。
　この文脈において尊厳は、同性婚を望むカップルの法的地位に付随するので
はなく、婚姻を承認する州自体に付与されるものと捉えられている。つまり、
Windsor 判決では、DOMA によって連邦が同性婚を否定することは、婚姻の定
義を決める州の尊厳を阻害する行為であると理解されていたのである。
58）570 U.S. at 770.
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　他方で、DOMA の違憲性の文脈ではどうか。Windsor 判決では、DOMA によっ
て連邦法下の婚姻を異性婚に限定することは、同性婚を容認する州で同等に扱
われる人々が連邦法では同等に扱われないことを意味するとされる
59）
。そのた
め、Windsor 判決では、DOMA による効果として①同性婚が異性婚に劣る第二
級の婚姻として扱われること
60）
、②同性カップルに対して差別的地位（separate 
status）とスティグマが付与されることを指摘する
61）
。それゆえ、DOMA は「同
性婚の平等な尊厳（the equal dignity of same-sex marriages）に干渉する
62）
」として
違憲となった。
　この DOMA の違憲性の文脈において尊厳は、婚姻の平等性の保護する意味
で用いられている。確かに、DOMA によって婚姻を異性婚に限定することは、
州内における同性カップルの法的地位を損なうものであり、彼らに対する差別
であろう。しかし、Windsor 判決では、異性カップルに対する同性カップルの
不平等を理由に同性婚を認めたわけではない。すなわち、州内の合法的な婚姻
である同性婚を連邦法下で認めないことは、異性婚に対して同性婚を第二級の
婚姻と扱われるがゆえに、同性婚をしたカップルが不当な差別を受けるという
のが判決の論理展開である。
　それゆえ、婚姻の平等性とは、異性カップルに対する同性カップルの平等性
ではなく、異性婚と同性婚の平等性であるといえる。したがって、「同性婚の
平等な尊厳」とは、同性婚をしたカップルの尊厳ではなく、合法的な「婚姻」
それ自体の尊厳であると理解すべきであろう。
③ Obergefell 判決
　Obergefell 判決では、Lawrence 判決と Windsor 判決と異なり、尊厳は至る所
で看取できる。これをあえて整理するならば、Obergefell 判決における尊厳の
看取は、婚姻それ自体の重要性を語る文脈と、婚姻が基本的権利たりうる四つ
の原則を語る文脈の二つに大別できよう。
59）Id. at 768.
60）Id. at 771.
61）Id. at 770.
62）Id.
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　まず、「婚姻」の重要性の文脈である。Obergefell 判決では冒頭に、「一人の
男と一人の女性の生涯にわたる結合は、その人生における地位に関わらず、す
べての者に対して、気高さと尊厳を常に約束している
63）
」として婚姻自体の尊厳
性に言及する。しかし、ここでの婚姻の尊厳性は「一人の男性と一人の女性」
とあるように、婚姻が異性婚であることを前提としている。これは従来の婚姻
の尊厳性の考え方だけでは同性婚を容認できないことを意味している。
　そこで、婚姻制度は時代の変化とともに可変してきたことを強調し、この
動態には同性愛者にも関わってきたとして、Lawrence 判決や Windsor 判決を
引用しながら、アメリカ社会の同性婚容認の変遷について言及する。そして、
第14修正のデュー・プロセス条項の自由には、「人格的なアイデンティティ
（personal identity）と信念を定義する親密な選択をも含んでおり、個人の尊厳や
自律の中心に据えられる人格的な選択（personal choice）にまで拡大している
64）
」
ことを明言する。婚姻は、既に Loving 判決で「自由人による秩序ある幸福の
追求に必要不可欠な人格的な権利の一つ」と認識されており、これはその後の
判例でも維持されていることを強調する
65）
。Obergefell 判決では、このような論
理展開で婚姻の尊厳性に関する従来の考えからの脱却を図るため、婚姻の権利
の本質的な性質を四つ提示するのである。
　婚姻が基本的権利たりうる四つの原則の文脈では、尊厳は同性カップルの自
律と関連付けて論じられている。第一原則では、婚姻の権利は人格的な選択の
権利の一つであり、個人の自律の概念に由来することを挙げる。婚姻の選択は
個人の運命を形作り、その本質は、「永続的な絆（enduring bond）を通して、二
人の人間が共に、表現の自由や親密な自由、精神的自由のような他の自由を理
解できること」であり、このことは「性的指向にかかわらず、すべての人間に
あてはまる」のだという
66）
。そして、「婚姻を求める二人の男性あるいは二人の
女性の絆やそうした深奥な選択をする彼らの自律には尊厳がある
67）
」として、婚
63）135 S.Ct. at 2594.
64）Id. at 2597.
65）Id. at 2598.
66）Id. at 2599.
67）Id. 
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姻の選択する同性カップルの尊厳を宣言するのである。
　第二原則から第四原則では、婚姻が、家族や社会の基礎となっているがゆえ
に、尊厳を有することが明らかにされる。すなわち、第二原則では、婚姻は互
いがコミットメントすることで彼ら自身を定義することを望むカップルに尊厳
を付与するがゆえに基本的権利であること、第三原則では、婚姻は子どもに
とって最善の利益のために重要な永続性と安定性を提供するがゆえに基本的権
利であること、第四原則では、婚姻制度によって婚姻カップルが社会的にも物
質的にも多くの利益が得られるがゆえに婚姻は基本的権利であることが述べら
れている
68）
。
　Obergefell 判決では、婚姻が基本的権利たりうる四つの原則を提示すること
で、「一人の男と一人の女性の生涯にわたる結合」を前提とする婚姻の尊厳性
の考え方を修正し、同性婚を婚姻の権利の一部として承認される土壌を作っ
た。これに基づき、同性婚を禁止する州法は、同性カップルの婚姻の権利を侵
害し、彼らの尊厳を貶めると判断されたのである。
　もっとも、Obergefell 判決では、これら以外にも尊厳が用いられている
箇所がある。それは判決の末尾にある「平等な尊厳」という表現である。
Obergefell 判決の最後では、いかに婚姻が崇高な精神を体現するものであり、
同性婚を訴える彼らは婚姻に対して敬愛の念を持っているかを強調した上で、
「彼らは、法の下における平等な尊厳を求めている。憲法は彼らにその権利を
保障している
69）
」との表現で締めくくられている。
　しかし、この「平等な尊厳」の意味するところを判決内では述べられていな
い。婚姻の尊厳性を示した誇張表現かもしれないし、婚姻に関する個人の尊厳
を意味する表現かもしれない。あるいは、婚姻の神聖さを強調するケネディ
裁判官の婚姻観を示した単なる情緒的表現かもしれない。いずれにしても、
Obergefell 判決の文脈では、その本意は読み取れない。
68）Id. at 2599-2601.
69）Id. at 2608.
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（3）異同から浮揚する尊厳概念の性格
　アメリカにおいて同性婚は、Lawrence 判決でその萌芽を見出され、Windsor
判決で州が承認した合法的な同性婚が憲法上認められ、Obergefell 判決で全面
容認として結実した。これらの三つの判決は、デュー・プロセス条項を違憲判
断の直接的な憲法上の根拠としながらも、自由と平等の統合的に用いて、実質
的な平等をも保護したという特徴を有する。
　ただし、その根拠となった尊厳概念については、多義的に用いられ、各判決
の文脈によって異なっている。これは尊厳概念の文脈依存的な性格を象徴する
ものであるが、同性婚容認に至るまでの Lawrence 判決から Obergefell 判決の
一連の流れの中で尊厳概念を捉え直すと別の側面が浮揚する。それは、同性婚
の版図拡大にともなって尊厳概念自体も拡大していくといった、いわば尊厳概
念の発展的な性格である。つまり、尊厳概念は、同性婚容認を媒介にして、同
性愛者個人の尊厳、婚姻の尊厳、州の尊厳、同性カップルの尊厳を取り込んで
発展していったのである。
　もっとも、そうなると尊厳概念が何故発展できたのかが疑問となる。換言す
れば、尊厳概念が発展するための要素や条件は何かである。同性婚を例に言う
ならば、結果的に Obergefell 判決で同性婚は同性カップルの尊厳を理由に彼ら
の婚姻の権利として保護されたわけだが、何故、Windsor 判決では同性カップ
ルの婚姻の権利として同性婚を承認されなかったのか、あるいは Obergefell 判
決ではそのように扱えたのかである。この疑問を解決するために、次章では二
人のアメリカ憲法者の見解を検討したい。
Ⅲ．同性婚における尊厳論
（1）ケンジ・ヨシノ
①反侮蔑原理
　ケンジ・ヨシノ（Kenji Yoshino）は、2014年の論文で、Windsor 判決の論
理にはブルース・アッカマン（Bruce A 70）ckerman）が提唱した反侮蔑原理（anti-
70）BRUCE ACKERMAN, WE THE PEOPLE: THE CIVIL RIGHT REVOLUTION （2014）. アッカマンの議論
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humiliation principle）が現れていると評価する
71）
。ヨシノの Windsor 判決の評価を
検討するにあたり、まずアッカマンによる反侮蔑原理を概説する。
　アッカマンは、反侮蔑原理を説明するにあたり、人種別学制度を違憲と
した Brown 判決に注目し、同制度は「制度化された侮辱（institutionalized 
humiliation）」を象徴した制度であったと捉える。「制度化された侮辱」とは、
面と向かって相手を侮辱することはないが、例えば「黒人は許容されない」と
いった「象徴（sign）」や同様の感情を表現する「規範（norm）」によって相手
を侮辱する効果があり、結果として対象者を狙い撃ちにする侮辱を生み出すの
だという
72）
。それゆえ、Brown 判決を「制度化された侮辱について固有の誤りを
裁判所が強調した
73）
」判決と捉え、反侮蔑原理を見出すのである。
　アッカマンによれば、Brown 判決以降の合衆国最高裁は、こうした反侮蔑原
理に逸脱した判決を下してきたのだという
74）
。この意味で、反侮蔑原理は「失わ
については、既に日本の多くの文献で紹介されている。例えば、木下毅『アメリカ公
法－日米公法序説』（有斐閣、1993年）127-132頁、川岸令和「熟議に基づくアメリカ合
衆国憲法の正統性」早稲田政治経済雑誌320号（1994年）286頁以下、同「国民主権とデ
モクラシー」杉田敦編『岩波講座 憲法３巻・ネーションと市民』（岩波書店、2007年）
２頁以下、長谷部泰男「政治過程としての違憲審査」ジュリスト1037号（1994年）103
頁以下、阪口正二郎『民主主義と立憲主義』（日本評論社、2001年）第４章、大江一平
「B・アッカーマンの二元的民主政理論」関西大学法学論集50号（2000-2001年）177頁以
下、同「インフォーマルな憲法改正論の展開とその意義：アッカーマン説及びアマー説
をめぐる議論を手かがりとして」関西大学法学ジャーナル74号（2003年）１頁以下、同
「二元的民政理論と『熟議の日』構想」関西大学法学ジャーナル74号（2005年）249頁以
下、同「二元的民主政理論における司法審査の位置付け―司法審査と民主主義をめぐ
る議論との関連の中で―」東海大学総合教育センター紀要29号87頁以下、同「ブルー
ス・アッカーマン」駒村圭吾、山本達彦、大林啓吾編『アメリカ憲法の群像－理論家
編』（尚学社、2010年）159頁以下、大沢秀介「アメリカにおける憲法修正過程をめぐる
最近の議論について」法学研究74巻１号（2001年）45頁以下、大河内美紀「違憲審査の
保証する憲法」長谷部泰男『岩波講座６　憲法と時間』（岩波書店、2007年）163頁以下、
川鍋健「違法な憲法が従うに価する理由：Bruce. A. Ackerman の dualist democracy 
theory における憲法の正当性と歴史との関係をめぐって」一橋法学第15巻２号（2016
年）289頁以下。
71）Kenji Yoshino, The Anti-Humiliation Principle and Same-Sex Marriage, 123 YALE. L. J. 3076 
（2014）
72）Id. at 140.
73）Id. at 128.
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れた論理（lost logic）」だった。しかし、アッカマンは Winsor 判決によって反
侮蔑原理が復活したと評価する
75）
。その所以は、Winsor 判決が、DOMA を違憲
とする際、同性カップルに育てられる子どもたちが侮辱されている現状を考慮
したことに基づく。
　だが、ヨシノは、Windsor 判決に対するアッカマンの評価について基本的に
は同意するものの、Windsor 判決によって反侮蔑原理が復活したと評価するの
は早計だと考える
76）
。むしろ、「尊厳」という言葉に注目すれば、反侮蔑原理の
復活の兆候は Windsor 判決ではなく Lawrence 判決から看取でき、これによっ
て同原理の理解がより進むのではないかというのである
77）
。
　確かに、Lawrence 判決におけるテキサス州のソドミー禁止法は、同性者＝
犯罪者の汚名をきせることで彼らの尊厳を否定していた。また、Windsor 判決
における DOMA は、合法的な婚姻として同性婚が認められている州が存在す
るにもかかわらず、連邦下の婚姻を異性婚に限定していた。このことからみて
も、両判決で問題となった法律は、まさに同性愛者を侮蔑し、彼らの尊厳を貶
めるものであったといえるだろう。それゆえ、ヨシノは、「尊厳」という言葉
に注目して、Lawrence 判決と Windsor 判決を連続して捉えることで、反侮蔑原
理を基礎とした同性婚法理のための方途を探ろうと試みている。
　しかし、Windsor 判決における DOMA の問題点とは、婚姻の定義は州の権
限との前提があるにもかかわらず、連邦法で同性婚を規制していたことにあっ
た。仮に、同性愛者への侮蔑を理由に反侮蔑原理を用いて同性婚を容認するな
74）一方で、アッカマンは、異人種間婚姻法を違憲とした Loving 判決を反侮蔑原理から
逸脱した判決と捉えている。彼によれば、人種差別問題が未だ解決されていないにもか
かわらず、ウォーレン首席裁判官は Korematshu v. United States, 323 U.S. 214 （1944）の
先例を尊重して判決を下したからだという。これについて、Brown 判決への過度な信頼
をウォーレン首席裁判官は回避したのではないかと分析している。
75）ACKWERMAN, supra note 70, at 381.
76）Yoshino supra note 71, at 3084.
77）Id. at 3082. もっとも反侮蔑原理と尊厳とのつながりについてはアッカマン自身も意識
はしているように見受けられる。しかし、ヨシノに言わせれば、アメリカの憲法伝統が
自由と平等の概念に基づいて構築されてきたために、尊厳とのつながりに関するアッカ
マンの議論は歯に物が挟まったような議論になってしまっているのだという。
20
らば、同性婚を禁止している州法にも適用されなければならなくなる。この
点、ヨシノも反侮蔑原理を直接的に同性婚法理に結びつける困難さを認識して
いる。しかし、同性愛者への侮蔑を考慮して同性婚問題を捉えなければ、か
つての黒人差別に続く同性愛者に対する「第二世代の差別（second-generation 
d
78）
iscrimination）」を許容してしまうことになると主張する。
　もっとも、Windsor 判決から２年後の Obergefell 判決によって同性婚が容認
されたことから、ヨシノの懸念は杞憂だったかもしれない。だが、ここでのヨ
シノの議論で特筆すべきは、侮蔑の対置概念として尊厳に注目したことにあ
る。これは特定の個人や集団を侮蔑する法律に対して尊厳を根拠に違憲とでき
る可能性を示唆しているように見受けられる。
　ただ、同性婚問題の文脈では、婚姻の定義が州の権限との前提である以上、
同性婚を禁止する州法に対して同性愛者の侮蔑だけを理由に違憲とすることは
困難かもしれない。現に、同性婚を禁止する州法を違憲とした Obergefell 判決
に対しては、ヨシノは反侮蔑原理とは異なった見解を示している。
②反従属原理
　ヨシノは、2015年の論文
79）
で、Obergefell 判決が、同性婚を容認することを通
して、反従属原理（anti-subordination principle）を表面化させたと捉えている。
一般的に、「反従属」とは特定の集団が社会で権力を有しないことを理由に従
属的な地位に置かれてはならないことを意味しており、人種差別や男女平等問
題の文脈で用いられてきた
80）
。ヨシノによれば、Obergefell 判決の本質とは、「尊
厳」という言葉を用いて、これまでの判例形成をふまえ、社会のコモンセンス
を吸い上げて経験に基づいて当該事件を判断していくといったコモン・ロー的
アプローチ
81）
によって、同性婚を認めたことにあるという。これにより、歴史的
78）Id. at 3086.
79）Kenji Yoshino, The Supreme Court, 2014 Term―Comment: A New Birth of Freedom?: 
Obergefell v. Hodges, 129 HARV. L. REV 147 （2015）.
80）See e.g., Ruth Colker, Anti-Subordination Above All: Sex, Race and Equal Protection, N.Y.U. 
L. Rev. 1003 （1986）.
81）ヨシノは、こうした Obergefell 判決の実体的デュー・プロセスの法理はディビット A. 
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に従属されてきた集団に自由が付与されたと述べ、その自由を「反従属的な自
由」（anti-subordination liberty）と呼ぶ
82）
。
　確かに、婚姻の権利が憲法上認められているにもかかわらず、同性婚が認め
られなかった点では、同性カップルは従属集団に含まれうるだろう。しかし、
反従属を理由に同性婚を容認するのだとすれば、今後、別の婚姻形態も反従属
的原理によって容認される可能性もある。Obergefell 判決に対して、婚姻形態
に捉われず、同性カップルの婚姻の権利として包括的に同性婚を容認してしま
えば、将来的には同判決に依拠して重婚も容認されてしまうのではないか、と
いった疑問がある
83）
。この点、法廷意見を述べたケネディ裁判官は直接的に応答
していない。
　だが、ヨシノは、反従属原理によって重婚は承認されず、むしろ制限する作
用を有すると述べる。何故なら、「同性婚の容認は個人が性的に魅力を感じる
『誰か』と婚姻することを許容するのに対して、重婚の容認は個人が同様に魅
力を感じる複数の人間と婚姻することを意味する
84）
」からである。つまり、一人
の男性が複数の女性と婚姻するような重婚は男性が女性を従属させていること
を意味している。それゆえ、ヨシノは反従属原理において重婚の禁止は許容さ
れるのだと結論づけている
85）
。
　しかし、同じ同性婚判例であるにもかからず、何故、ヨシノは、Windsor 判
決を反侮蔑原理と捉え、Obergefell 判決を反従属原理と捉えたのか。この理由
について、ヨシノは言及していない。もちろん、Windsor 判決と反侮蔑原理と
の関係を論じたのは、アッカマンの反侮蔑原理をより明確にするためとの前
提があったし、DOMA によって同性婚を容認している州法を規制することは、
まさに同性婚を認められた州内の同性カップルへの侮蔑であると明白であろ
う。
ストラウス（David A. Strauss）に代表されるうな「生ける憲法」（living constitution）
理論と親和的であると評価する。Yoshino, supra note 79, at 169. 
82）Id. at 174.
83）See 135 S. Ct. at 2621-22 （Roberts., C.J., dissenting）.   
84）Yoshino, supra note 79, at 177.
85）Id. 
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　問題は Obergefell 判決である。Obergefell 判決では尊厳という言葉が多用さ
れているにもかからず、ヨシノによる反従属原理と尊厳との関係が明確でな
い。唯一、明確であろうことは、同性カップルが従属集団として扱われ、これ
を違憲とするために尊厳が根拠とされていることである。ヨシノの一連の議論
では、どのような条件で従属的あるいは侮蔑的とみなされるのかが明確でない
のである。これについて言及したのが次に検討するトライブである。
（2）ローレンス H. トライブ
　ローレンス H. トライブ（Laurence H. Tribe）によれば、Obergefell 判決の偉
大な功績とは、デュー・プロセスと平等保護が相乗的に絡み合う論理を「平等
な尊厳の法理（doctrine of equal dignity）」と明確にしたことだという
86）
。つまり、
Obergefell 判決末尾の「平等な尊厳」という表現は、それ自体に特別な意味が
あるのではなく、自由と平等を相乗的に用いた「法理」そのものを指すという
のである。この Obergefell 判決に対するトライブの評価には、Lawrence 判決か
ら続く彼自身の考えが背景にある。そこで、はじめに Lawrence 判決の論理に
ついて論じたトライブの2004年論文
87）
を概観する。
①命名することができない「基本的」な権利　
　トライブは、Lawrence 判決の本質的意義とは「実体的デュー・プロセスの
法理を発展させた
88）
」ことだと述べる。これまで、実体的デュー・プロセスと
は、主にプライバシー権や個人の自律に関わる問題で用いられ、憲法に明示さ
れていない自由を個別具体的な基本的権利として昇華して保護する理論である
と理解されてきた。もっとも、基本的権利として認められてきた内容は、プラ
イバシー権との関連性は見出されても、各内容同士の関連性は不明確であり、
別個独立的に扱われ、決して交わることがなかったという
89）
。それゆえ、トライ
86）Tribe, supra note 45, at 17.
87）Laurence H. Tribe, Lawrence v. Texas: The “Fundamental Right” That Dare Not Speak Its 
Name, 117 HARV. L. REV. 1893 （2004）.
88）Id. at 1934.
89）Id. at 1936.
アメリカ憲法学における尊厳概念の具体化の試み 23
ブに言わせれば、従来の実体的デュー・プロセスは憲法に明示されていない
「『自由の命名』ゲーム（“name that liberty” g
90）
ame）」であったという。
　しかし、Lawrence 判決では、諸判例から見出される「人格的関係性」に焦
点をあて、自由と平等を相互関連的に用いた実体的デュー・プロセスによっ
て、同性愛者の自由だけでなく彼らの実質的平等をも保護した。トライブによ
れば、このことは個々に切り離されていた実体的デュー・プロセスに関する諸
判例（婚姻、避妊、中絶、家族関係、子どもの養育および教育に関する諸判
例）が「関係性」という共通性によって結びつけられたことを示唆しているの
だという
91）
。
　トライブは、こうした Lawrence 判決から得られた示唆をもとに、「実体的
デュー・プロセスによって保護される真に『基本的な』こととは、憲法によっ
て保護に値する一連の具体的な行為（the set of specific acts）ではなく、むしろ
そうした行為によって生じる関係性（the relationships）や自己統治的なつなが
り（self-governing commitments）、つまり、時が経つにつれて、本物の自由を可
能とする人間の結びつきというネットワークである
92）
」と結論づける。そして、
この根拠を「人間の尊厳（human dignity）」に求めようとした
93）
。
　しかし、このような「基本的な」権利は、いわば自然法であるため、実定法
な法的権利として個別具体的に命名し、認識することには困難であるという。
それゆえ、2004年の時点においてトライブは、この「基本的な」権利を「命
名することができない『基本的な権利』（The “Fundamental Right” That Dare Not 
Speak Its N
94）
ame）」と呼んでいた。
②平等な尊厳の法理
　しかし、トライブは、Obergefell 判決を契機に合衆国最高裁は「ついに語り
出した」と述べる
95）
。その所以は、Obergefell 判決において合衆国最高裁が、「尊
90）Id.
91）Id. at 1934.
92）Id. at 1955.
93）Id. at 1895.
94）Id. at 1894.
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厳」の名の下に、自由と平等を相乗的に用いて同性婚を容認したことにある。
トライブは、Obergefell 判決で用いられた論理を「平等な尊厳の法理（doctrine 
of equal dignity）」と命名する。そして、平等な尊厳の法理は、単なる過去の意
図的な従属への追憶ではなく、基本的権利と平等の意味の憲法的対話をするた
めの基礎づけであると主張する
96）
。
　トライブは、ヨシノの反従属原理を好意的に評価する一方で、判決の核心的
部分はそれではなく平等な尊厳の法理であると論じる
97）
。この理由として、ヨシ
ノが指摘しなかった婚姻の定義をめぐるケネディ裁判官とロバーツ首席裁判官
の対立を指摘する。「婚姻に関する基本的権利には州が婚姻の定義を変更する
権利までも含まれていない
98）
」とのロバーツ首席裁判官に対して、婚姻の再定義
を流行りの好みに合わせるのではないとケネディ裁判官は主張した
99）
。
　ケネディ裁判官の主張は、婚姻の権利が過去に認められている以上、正当な
理由なくして婚姻を限定的に定義することは許されないというものである。ト
ライブによれば、この主張は特定の集団を「意図的」に排除する制度設計を政
府は行ってはならないことを意味しているという
100）
。しかし、婚姻の定義は州の
権限との Windsor 判決の論理に基づくならば、ロバーツ首席裁判官の主張の方
に理がありそうである。この点について、トライブはケネディ裁判官の尊厳の
扱い方に注目することで応答する。
　トライブによれば、ケネディ裁判官は尊厳を階層的概念（hierarchical 
concept）として扱っており、このことは Windsor 判決と Obergefell 判決の対比
から浮揚できるという。Windsor 判決での婚姻の定義に関する州の権限は、同
性婚を容認した州において同性婚に「尊厳」を付与する一方、同性婚を禁止す
る州においては同性婚に「侮蔑」を付与する。これは、トライブから言わせれ
ば、婚姻の定義は州の権限と考えること自体、州の政策によって同性婚の是非
95）Tribe supra note, 45 at 32.
96）Id. at 17.
97）Id.
98）135 S.Ct. at 2611 （Roberts, C.J., dissenting）.
99）Tribe supra note 45, at 19.
100）Id. 
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が左右されるため、同性カップルの尊厳の否定となっているのだという
101）
。
　そこで、Obergefell 判決では、婚姻の定義は州の権限という「それ自体」を
重視するよりも、何故、婚姻の定義は州の権限なのかとの「その意味」に焦点を
あてて検討された。トライブは、この観点によって、制度に結びつく性質とし
ての尊厳概念と社会におけるすべての個人という性質に結びつく尊厳概念との
ギャップが埋められたと捉える。その結果、ケネディ裁判官の尊厳は、すべての
人間の権利の基礎となるものとしての「平等な尊厳」となったというのである
102）
。
　しかし、トライブが言うように尊厳が階層的概念の性格を有するのだとすれ
ば、その階層をどのように上げていくのか。同性婚を例にするならば、同性婚
禁止が当然と思われていた認識を同性カップルへの侮蔑あるいは従属だと認識
へとどのように転換するのか。あるいは、同性婚の是非は、Windsor 判決のよ
うに州の立法裁量との理解から、Obergefell 判決のように同性カップルの婚姻
の権利だと理解されるまでの変化の経緯は何か。
　この点についてトライブは、ケネディ裁判官が人民間や憲法の各条項間の対
話（dialogue）を繰り返し強調してきたことに注目する。そして、同性婚問題
においては、同性愛者個人または同性カップルに権利を付与することや、婚姻
制度の展開することについて論じ合う公共討議（pubic debate）の活性化に資す
るための裁判所の役割が看取できると指摘する
103）
。
　確かに、トライブが指摘するように、各判決を契機に、アメリカ社会で同性
婚論議が活性化し、その後の展開へとつながっていったことは否定できない。
Lawrence 判決でソドミー禁止法違憲の結果は同性婚容認に直結しないと明言
されていたにもかからず、同判決が契機となり、その後、同性婚を容認する州
が出てきたのは事実がある。また、Windsor 判決での DOMA 違憲は合衆国最
高裁による同性婚の全面的容認の宣言でなかったにもかかわらず、下級審にお
いて同性婚容認のリーディングケースとして理解されていた。
　このように各判決を契機として人民が同性婚論議を重ねる中で、法律によっ
101）Id. at 21-22.
102）Id. at 22.
103）Id. at 23-24.
26
て同性婚を禁止すること自体、同性カップルに対する侮蔑であり、彼らを従属
させるものであるとの認識が広がり、同性婚を容認する機運が徐々に高まって
いった。そして、Obergefell 判決において、同性婚を婚姻の権利として包括的
に承認する結果に結びついたのである。こうした経緯があるゆえに、トライブ
は尊厳を階層的概念と捉えるのであろう。
　もっとも、ケネディ裁判官のいう「対話」の重要性は、人民間の「対話」の
みを指すのではない。憲法で規定される各条項間の「対話」についても看取
できる。この典型として、トライブは Obergefell 判決におけるロバーツ首席
裁判官の反対意見に対するケネディ裁判官の応答を例に挙げる。ロバーツ首
席裁判官の批判の一つに、いわゆる高潔さや尊厳に関する憲法条項（‘Nobility 
and Dignity’ Clause in the Constitution）は存在しないとの批判がある
104）
。これに対し
て、ケネディ裁判官は West Virginia State Board of Education v. Barnette（以下、
Barnette 判決という。）を引き合いに出して反論する。
　Barnett 判決では、公立学校において児童に国旗敬礼を強制することは児童
の言論の自由と信教の自由を侵害する行為として違憲判断が示された。本判決
の特徴は、Obergefell 判決同様に特定の憲法条項のみに依拠せず、権利章典の
目的に言及して憲法秩序の観点から判断を下していることにある。トライブ
は、Barnetts 判決の論理が現在でもすべての人に受け入れられていることから、
Obergefell 判決でも援用したのだと理解する。これにより、特定の憲法条項に
頼るのではなく、デュー・プロセス条項と平等保護条項の「対話」させること
で、憲法に内在する尊厳の観点から同性カップルの権利を保護したのだと捉え
るのである
105）
。
　トライブは、こうした「対話」を重視するケネディ裁判官の姿勢は新世代
の人々のために新たな自由の領域が明らかにされる際に有益であり
106）
、裁判所
が社会の教育的役割を担うべきだと考える者たち
107）
と適合すると評価する
108）
。そ
104）135 S.Ct. at 2616 （Roberts, C.J., dissenting）.
105）Tribe supra note 45, at 26.
106）Id. at 24.
107）See, e.g., ALEXANDER M. BICKEL, THE LEAST DANGEROUS BRANCH: THE SUREME COUR T 
AT THE BAR OF POLITIC （1962）; Eugene V. Rostow, The Democratic Character of Judicial 
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の中で、トライブが特筆するのが、教育的役割を果たすべき者（the greatest 
teacher）を裁判官ではなく憲法それ自体だと捉えている点である。これは、憲
法の制定は社会の発展的経験を明らかにし、より完全な結合（union）をいか
にして形成するかを教育にするためであるとの彼の信念を物語っている。こう
した憲法による教育的姿勢は、平等保護条項とデュー・プロセス条項を統合し
て扱う以前には存在しなかったと強調する
109）
。
　しかし、トライブは、平等な尊厳の法理を明言した Obergefell 判決を概して
好意的に評価する一方、ケネディ裁判官の婚姻観に対しては一定の不満を示
す。その不満とは、ケネディ裁判官が婚姻の神聖さを強調するあまり、判決の
末尾で婚姻をしない個人は「寂しい人生を強いられる
110）
」と表現したことにあ
る。彼の婚姻観に依拠して平等な尊厳の法理を理解してしまうと、婚姻してい
ない個人や制度としての婚姻を望まないカップルの尊厳が傷つけられ、ともす
れば、異性婚を前提する社会で同性カップルの婚姻の権利が否定されていたこ
とと同様の事態を招く虞がある
111）
。
　トライブによれば、Obergefell 判決の核心である平等な尊厳の法理は、法に
反しない自律した人々の輪の中から、婚姻しない人々を除外することはしない
という
112）
。Lawrence 判決の論考からの連続性で考えれば、トライブのいう平等な
尊厳の法理とは、将来の世代の竹に、憲法に内在する尊厳をコアにして、これ
まで憲法上保護されてこなかった人間の結びつきを保護する法理だといえる。
　この意味で、平等な尊厳の法理は、ある種の固定形を示す法理ではなく、
社会の発展や人民の意識の変化に応じて、新たな自由の領域を開拓し、取
り込んでいく法理であるといえよう。このことは、トライブが論文末尾に
「Obergefell 判決の偉大な一歩は、『尊厳』という名を堂々と名付けることで、
Review, 66 HARV. L. REV. 193, 208 （1952）; Ralph Learner, The Supreme Court as Republican 
Schoolmaster, 1967 SUP. CT. REV. 127; Christopher L. Eisgruber, Is the Supreme Court an 
Educative Institution? 67 N.Y.U. L. REV. 961 （1992）.
108）Tribe supra note 45, at 26-27.
109）Id. at 27.
110）576 U.S. at 22.135 S.Ct. at 2594.
111）Tribe supra note 45, at 31.
112）Id. at 32.
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法律と社会環境との衝突を解決するための方途を指摘したことにある
113）
」と記
していることからも窺えよう。それゆえ、トライブは、Obergefell 判決を平等
な尊厳の法理のランドマークとなる判決であるが、これをもって完結（the last 
word）したわけでないというのである
114）
。
結びに代えて―尊厳概念に対するベクトルの転換―
　本稿では、同性婚をめぐる一連の合衆国最高裁判決を素材に、尊厳概念の具
体化するための方途を試みた。これまで尊厳概念は、憲法上の権利を導出する
根拠概念であるが、多義的かつ文脈依存的な性格ゆえに、実用性に乏しいと考
えられてきた。しかし、Obergefell 判決において合衆国最高裁は、第14修正の自
由と平等を相乗的に用いて、その根拠を尊厳に求め、同性婚を容認した。こう
した方法は、Obergefell 判決の他に、Lawrence 判決や Windsor 判決でも見受け
られる。これら三つの判決において尊厳概念は、文脈によって意味が異なる
が、同性婚の版図拡大の連続性から捉え直せば、尊厳概念の発展的概念の性格
が看取できた。
　ヨシノは、同性婚容認の背景には同性婚を禁止する法律による同性カップル
への侮蔑や従属の強制があったことを指摘する。彼の見解に基づけは、尊厳概
念は侮蔑や従属の対抗概念として理解できる。他方、トライブは、Obergefell
判決末尾の「平等な尊厳」は、何か特別な表現ではなく、自由と平等を相乗的
に取り扱い、その根拠を尊厳に求める「法理」そのものだと捉える。彼は、尊
厳を人民の公共討議や社会の発展に応じて新たな自由を取り込んでいく階層的
概念として捉え、平等な尊厳の法理を社会変化と既存の法律との衝突を解決す
るための方途を示した法理だと評価している。
　彼らの見解に依拠すれば、尊厳概念に対する見方の変化が示唆として得られ
る。いわば尊厳概念に対するベクトルの転換である。確かに、尊厳概念は、権
利章典に規定する諸権利だけでなく、新たな自由や平等などの諸権利を保護す
113）Id.
114）Id. at 17.
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るための「切り札」となる根拠概念であることに違いない。しかし、一連の同
性婚判例の展開に照らすと、新たな自由や平等などの諸権利は、尊厳概念から
「導出」されるというよりもむしろ、尊厳概念へと「投入」されていっている
ように思える
115）
。
　尊厳自体が、文脈依存の概念である以上、その意味を一義的に捉えることは
困難である。であるならば、その文脈依存な性格を素直に受け入れ、社会環境
の変化や人民の意識によって、これまで侮蔑や従属などと認識されてこなかっ
た者たちの新たな自由の平等を取り込んで発展していく概念として、尊厳概念
を捉えることはできないだろうか。そして、侮蔑や従属であるか否かを判断す
る際には、トライブが言うように人民の公共討議や判例による憲法秩序の醸成
から判断することも必要な観点であろう。
　尊厳概念それ自体の意味を考察することは、もちろん重要である。しかし、
同時に、新たな自由や諸権利が尊厳概念によって保護されるための条件や要素
を具体的な事例の中で探っていく帰納的な考察もまた、尊厳概念を有益かつ具
体的な概念にするために必要な試みなのではないだろうか。
The Utility of Dignity in American Constitutional Law
 Hirokazu Ueda
115）このようなベクトルの転換は近時の日本の文脈でも有益であることが提唱されてい
る。浅野博宣「個人の尊重」宍戸常寿・林知更編『総点検 日本国憲法の70年』（岩波書
店、2018年）70-77頁。
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